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複製機器に関する技術の発展とその普及により、旧来ならば一定の使用料を支払わなければならなかった
ような複製が､手軽に家庭でもなし得ることとなった｡その結果、著作権者から、本来得られる可能性のあっ
た利益が損なわれているとの印象が持たれるに至っている。
一方、このような複製機器の発展と普及は劣悪な読書環境におかれていた視覚障害者たちに一定の希望を

さしかけてきた。そして最近、点字図書館だけでは生活や仕事の情報が十分でないとして、一般の公共図書
館をも利用するところとなったが、そこで行われたのが公表著作物をテープに録音して閲覧・貸出するサー
ビスであった。しかし、ここで一つの問題が登場してきた。それは著作物法３７条２項の録音等による複製
については点字図書館では許容されても一般の公共図書館では認められないとする日本文芸著作権保護同盟
の見解であった。
そこで、わたくしが提起したいのは、より根本的な発想から出発して、視覚障害者が公共図書館やボラン
ティア契約によって録音テープサービスを受けるためになされる録音による著作物の形態変化には、最初か
ら複製権が及ばないとする考え方である。けだし、視覚障害者にとって活字の資料は、それ自身ではただの
紙切れにすぎず、音声化等の手段を通じてはじめて読める資料となるからであり、また、視障者にとって
「聞く」という行為は「読む」という行為に不可欠の手段であり、いわば耳が眼の代わりに本を読んでいる
にすぎないからである。最後の理性とも言える「身体」に還元して考えればこのことは明らかであろう。
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読書することが、人間の生活や文化を維持発
展させていくために欠くことのできない行為で
あることはいうまでもない。近年情報化社会な
どとも言われているが、そのおよそ80%が活
字資料をはじめとした視覚によるものと言われ
ており、情報摂取の手段として視覚が占める割
合は大変なものである。
ところが、視覚障害者（以下単に視障者と呼

ぶ）にとっては、これらの視覚による情報の摂
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取手段は、点字化あるいは音声化されない限り
その内容を知ることができない。現在約二万七
千点以上といわれる活字出版物に比べ、点字出
版物は年間約130～150タイトルである。また、
全国の点字図書館と公共図書館、大学図書館、
国会図書館等の総蔵書数の比率は、ざっと計算
してみて､一対千にも満たないと言われている。
このような状況の下で、近年、視障者の中で

大学進学者が著しく増え、視障者学生がその読
書要求を満たすためには従来の点字図書館だけ
では全く不充分で、勢い一般の公共図書館や国
会図書館の対面朗読や録音サービスに期待せざ
るを得ない事情に立ち至った。昭和45年に東
京都立中央図書館での視障者に対する録音サー
ビスをきっかけに全国へと波及し、同50年に
は国立国会図書館が学術文献録音サービスを開
始するまでに至った。
しかし、同50年に資料をテープに録音して

視障者に貸し出すサービスが著作権法第３７条
に違反するとのクレームが、日本文芸著作権保
護同盟から出され、このようなサービスに対し
ては著者の許諾が要求されるところとなった。
著作権法第３７条は、その第１項において著作
物の点字による複製は自由に出来ると規定して
いるが、続いてその第２項では、録音による複
製は、点字図書館等の「盲人の福祉の増進を目
的とする施設」で、政令で定めるものだけが自
由にこれをなしうる旨を規定している。法文を
そのまま受け取れば、一般図書館は、このよう
な政令で定められた盲人福祉施設には入ってお
らず、それまでのように視障者の要望に応じて
自由に録音サービスができないこととなった。
そして、それ以後は、著作者への許諾業務が大
幅に増えて悩まされる公共図書館が沢山出てき
ており、時には、視障者に対する録音サービス
を見合わせたりする事例も生じてきている。ま

た、それまでは読みたい本があれば録音に必要
な日時さえ待てば借り出すことができたが、公
共図書館の著作者に取りつける許諾に要する日
数が更に必要となり、場合によっては著作者の
承諾が得られず、視障者が公共の図書館を通じ
ては、その書物を読むことができないという困
難な事態さえ生ずることになった。
日本文芸著作権協会は､点字に比べて録音テー
プによる貸出は、視障者以外の晴眼者（いわゆ
る全盲、弱視者以外の視力の健全な者の通称で
以下このように呼ぶ）に悪用される懸念がある
と主張する。この主張が正しいかはともかくと
して、著作権者側のこのような対応の中には、
現在の著作権及び著作権法の置かれた厳しい環
境が反映されていることは確かである。今日、
写真複写機器、録音・録画機器等の予想をはる
かに上回るところの進歩と普及は著作権者の既
存の権利を大きく脅かす印象を与え、従来の著
作権法学の基礎理論の捉え直しすら必要とされ
るに至っているからである。つまり、著作権者
と著作物の利用者の関係が新たな視点から検討
され、いわゆる「公正な利用(fairuse)」の概
念により、新たな多くの概念構築を要望せられ
ているのである。本稿の対象とする「著作権と
視覚障害者の読書」の問題もこのような現在の
著作権ないしは著作権法の置かれた状況を物語
る典型的な事例と言える。それは、晴眼者のよ
うな読書環境を欠く視障者に対する一般公共図
書館での録音サービスが、著作権にどのような
制約を与えるか、つまり私権である著作権の側
から見れば、その制約の性質がどのようなもの
であり、またどの範囲まで可能かの問題と言え
るであろう。
他方、情報化社会の下、大学進学者も増えつ
つある状態の中で、一般公共図書館の利用をは
じめとする読書環境をますます必要とする視障
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一方では日照権や環境権等の新たな法状況の中
で生じたいわゆる「形成途上の権利」という点
では同じである。しかし、これらの権利が、従
来よりあった何らかの法的利益が侵害されるこ
とによって新たに権利構成が迫られた経過があ
るのに対し、視障者の読書のための権利は、視
障者の生活や教育レベルの向上によるいわば新
たな社会的地位の獲得によって、潜在していた
法的利益が何らかの法的構成をせまられている
点が異なっている。そして、従来殆ど顧みられ
ることのなかった社会的弱者がその権利を主張
する場合に、残念なことに、これをどのように
位置づければよいかの経験はそれ程ない上、法
理論としてこれを構成する努力もあまりなされ
なかったように思われる。ましてやそれらの主
張の中の私権的要素を取り出して法的に構成す
るという作業がなされることはなかった。本稿
は、この問題に対する考え方の糸口にできれば
と思い展開したものである。

者に焦点を当ててみると、その読書する行為は、
憲法２６条の保障する教育権及び学習権、同１
３条の幸福追求権や同１４条の個人の尊厳や平
等の問題、更に現在では読書を否定した文化的
な生活というものは考えられないから同２５条
の健康で文化的な最低限度の生活を営む権利で
ある生存権の問題とも連なってくる。
従来、「著作権と視障者の読書｣.という問題
は、公共図書館における録音テープサービスと
著作権によるその制限という視点から捉えられ
ることが多かった。一般公共図書館の録音テー
プサービスの著作権法第３７条２項違反が日本
文芸著作権協会により主張とされた経過がその
原因と思われる。従って、著作権対公共図書館
の業務目的ないしは私権たる著作権対視障者の
基本的人権たる読書権といういわば私権対公権
の法的構成が試みられる場合が多かった。
しかし、先程の「ボランティア契約」によっ

てなされる録音テープサービスの例のように、
公共図書館のような公的機関を通じることなく
視障者が自己の読書手段を保持するためになさ
れる私法上の契約や法律行為が著作権の侵害に
当たるとされるならば、それは明らかに私法上
の問題と言わなければならないであろう。本稿
では「著作権と視障者の読書」の問題を私法上
の観点に主眼を置いていわば私権対私権の地点
から考察を加えようとするものである。
ところで、視障者の読書行為といういわば生

存権的な権利を基本的人権や道徳、倫理のレベ
ルで公的機関に対して主張するような事例は、
戦後多くの実際経験を積み重ねることによって、
かなりの程度法律問題化されてきている。また、
大企業の公害という事態によって生じる損害や
その賠償に関しても、この間一定の経験を積み
重ねることによって法理論を構成してきた経過
がある。確かに､視障者の読書のための権利も、

第一章視覚障害者の｢読書環境｣と著作権

昭和45年厚生省の実体調査によれば、全国
で法的に確認されている視障者は約25万人、
このうち視覚による文字情報摂取が不可能と思
われるいわゆる「重度の視障者」は約11万人
いると言われている。普通の活字では読書でき
ない人が全体の人口比で千人に一人いる計算と
なる。また視障者すべてが点字を読みこなせる
わけではなく、点字の読み書きが可能な視障者
は、全視障者の約20％、６万人程度といわれ
ている(1)oそこで、点字化以外にも録音テー
プ･等によって音声化する方法が有効視されるの
であるが、このような視障者の触覚ないし聴覚
による読書形態への変換作業は、時間や費用、
そして労力の点において多くを必要とせざるを
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得ないとされている。
現在、年間約２万７千点以上と言われる活字
出版物に比べ、点字出版物は年間約130タイト
ル、ざっと200分の１程度出版されているにす
ぎない。また､全国の公共図書館、国会図書館、
大学図書館等すべてを合わせた蔵書数が１億
2990万8849冊であるのに対し、全国の点字図
書館のタイトルの総合計は、点字によるもの、録
音テープによるものを合わせて16万7702しか
なく、ざっと比べて千対１の比率である(2)。そ
して、価格の点についても、２千円位で手に入
る活字本のコンサイス辞典が、点字の場合には
３万8500円と約20倍の値段となり、視障者の
生活に大きな負担を課する結果となっている。
また価格もさることながら、点字ではコンサイ
スの辞典が71冊の分量となり通常の活字本で
も点字訳をすればほぼ４冊程度にふくれあがる
ことになる。従って先程の全国の点字図書館の
蔵書総数16万いくらかは、実際は４万程度と
いうことになり、全国の通常図書館の総蔵書数
との比は４千対１ということになる○
以上で、視障者の読書環境の貧弱さが改めて
確認されたが、それは点字訳ないしは録音テー
プ化等の作業が大変な時間と費用を伴うことが
原因と思われる｡そもそも著作権法にいう点字
訳や録音化されたものも、本稿のテーマである
問題が生じるまではなかったのである(3)o
等しく教育を受けたり、等しく文化を享受した
り創造したりする権利の基盤とも言える自分達
の読書手段に対して、後にこのように重大な影
響のある著作権法の詳しい規定を、視障者達は
知らなかったのである。
以下では少し具体的に視障者の読書環境を見
てみよう（４）。家庭職場、学校等での一日の
生活の中で、どれ程の文字情報に取り囲まれて
いるかを想像すれば、それを享受できない視障

者の情報環境が推察できる。毎日配達される新
聞や折込広告、町内の回覧板等に関しても、日
常的に困難が付きまとう。特に全盲者夫婦の家
庭では、これら日常の活字情報をどのように処
理するかが大問題といえよう。
次に、視障者の学生にとっては、また違った
厳しさが待ち受けている。まず、長い間外国語
の辞典としては独語と英語しか点訳されたもの
はなく、最近84年になって仏語のそれが完成
したというありさまである。従って、現在のと
ころスペイン語や中国語を学ぶことは殆ど不可
能である。また視障者が一般大学に苦労して入
学したとしても、そこで使用する教科書、参考
書等の点訳や録音テープ化されたものは殆どな
い。更に、視障者の職場ということになると、
周知のように理療業務が今でも多いのだが．、そ
れに関する本は専門的であり、点字訳、朗読奉
仕を申し出る人も少なく、点字図書館には殆ど
ないといった状況である。一方、最近では理療
業以外の職業にも進出する視障者も増えてきて
いる。例えば、教員、弁護士、慧舌交換手、プ
ログラマー等であるが、これらの職業は従来な
らば、その資格をとるための点字訳等の資料が
なかったがために最初から断念せざるを得なかっ
たものである。そして、点字訳録音テーア化の
方法により資格を取るための道がようやく拓か
れたことは喜ばしいことではあるが、これらの
専門的な職業を継続していくためには､さらに
何倍もの資料を必要とするであろう。とりわけ、
弁護士、プログラマー等の職業は、先程の理療
業と共にその情報知識が日進月歩する分野であ
るため、資料を揃えていないと晴眼者に太刀打
ちできない。
さて、視障者が一般の公共図書館を点字図書

館以外に利用することは、昭和40年代前半ま
では殆どまったくと言ってよい程なかった。40
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サービス」と呼ばれているもので、視障者を前
にして、朗読者がいわば視障者の目の代わりと
なってその求める図書館資料を直接に朗読する
図書閲覧方法である。この方法は貸し出しのき
く「テープ・サービス」とは違って、いちいち
公共図書館へ出向かねばならないのが手数であ
るが、直接活字資料に接しえない視障者にとっ
ては、朗読者の協力があるとはいえ、疑問があ
ればその場で朗読者に質問をしたり、その他
「テープ・サービス」では果たせない注文をそ
の場でなすことができ、総じて視障者にとって
は「テープ・サービス」よりは主体的な読書で
あると言われている。ともあれ、これらのサー
ビスは晴眼者のように街の本屋で気軽に本を求
めることができないため､生活上､職業上､諸々
の情報資料を公共図書館に依存することの大き
い視障者にとって､大変喜ばしいものであった。
次に、著作権を取巻く環境の変化について述
べてみよう。
著作権の保護は、印刷術の発明と共に始まっ
たが､その後もプレーヤー、ラジオ時代を経て、
現在ではテレビ、テープレコーダー、複写機、
ビデオコーダー、コンピューター、ファクシミ
リ、更には宇宙衛星による送信と、ここ数十年
の間にその質、量共に驚くべき発達を遂げ、そ
のそれぞれが著作物の利用形態に大きな影響を
与え、著作権法は、常にその時代の人類が到達
した技術の水準への対応を余儀なくさせられて
いる。ところが、環境の変化に対して著作権法
の対応が迫られても、事実の変化のスピードに
比べれば、その速さは遅く、次々と法的な解決
を迫られた課題が山積みしてくることになる。
日本においても、昭和45年に新たな諸事実に
対応した法的命題を設定したばかりなのに、そ
れから何年もたつことなく予測しえなかった新
たな諸問題にでくわしている。

年代前半と言えば現行著作権法ができた頃であ
るから、この法律が視障者側のこのような変化
に対応できなかったのは当然と言えるかもしれ
ない。その頃、点字書やテープ書によって読書
せざるを得ない視障者が、既製の点字図書館の
少ない蔵書数では満足しえず一般公共図書館の
利用に向かったのは、まずは先程述べた現実的
な必要からであろうが、更に点字図書館と一般
の公共図書館との性格の違いにもよるものと思
われる。つまり、一般公共図書館が図書館法に
基づく社会教育施設であるのに対し、点字図書
館は図書館とは名ばかりの視障者の自立助長を
目的とした更生援護施設として位置づけられて
おり、その法的存立基盤はまったく異なってい
る。そして地域住民の中には、当然視障者も含
まれているわけであるから、自分達にも一般公
共図書館を利用できるようにするのがあたりま
えだと考えたのは自然の成り行きと言えよう。
このような視障者側の動向と呼応するかたち
で一般公共図書館の側にも動きが芽生えてきた。
旧来はただ抽象的に「市民一般」「住民一般」
とかを相手にいわば公共の貸本家的に受け身の
姿勢で業務を行ってきたことが反省され、個々
の住民各層の読書環境を配慮した「個々の住民
の要求に応える図書館作り」が目標の中に入っ
てくることとなった。そし．て、視障者をはじめ
とした身体障害者、更には病院入院患者等への
具体的なサービスが課題とされるに至った。こ
のような動向はとかくその行動が制約されがち
な身体障害者一般にとって、とりわけ視障者に
とっては救いとなるものであった。
このような中で生まれたのが、一つは、視障

者の求める資料を録音して貸し出すいわゆる
「テープ・サービス」と呼ばれているものであ
る。これが現在著作権法第３７条２項違反の疑
いをかけられている。もう一つは、「対面朗読
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このことから、法が事実の変遷を予測し、そ
の指導性を発揮するための法命題を用意するよ
う期待されるわけであるが、現状のような急激
な変化に対応することは困難である。また、予
測しうる事実の変化に対応するために民法にお
けるような一般条項を多く規定することは、あ
る程度の具体性が求められる著作権法にとって
は妥当ではない。著作権法は、民法に対しては
著作権や著作物の利用等に関する特別法として
存在するところにその意義があるからである。
このように著作権法は、実にダイナミックな事
実の変化に対応しなければならないと同時にか
なりの程度の具体性を要請される法律である。
このため新たな事実と法命題との間に常に問題
をはらむ可能性を有している。
このような問題状況のうち、現在の著作権法
にとって緊急に対処を要請されるものとして、
著作権法第３０条の「私的使用」のための複製
と前述した複製技術の進展との関係がある。こ
の問題は、現在の著作権がおかれている状況を
示しており、また本稿のテーマである「著作権
と視障者の読書」に関しても、いわば著作権の
側から見た基礎的な状況を示している。という
のは、複製機器による私的使用のための複製の
問題も、著作権と視障者の読書の問題も、どち
らも複製技術の急激な進歩という事実がなけれ
ば生じなかった問題だからである。また、著作
物の利用者一般の公正な利用と著作権との関係、
つまり著作権の制約の性質及びその範囲を模索
するという点でも共通の基盤を有しているから
である。
そこで、この問題を少し考えてみよう。著作

権法第３０条は、著作物を個人的または家庭内
やこれに準ずるような少数の人々の範囲内で使
用するために複製する場合には、著作権者の許
諾を要することなく著作物の自由使用を認めて

いる。旧著作権法では「器械的又ハ化学的方法
二依ラズシテ」と規定されており複製の方法が
手書きやタイプ○ライターなどによる比較的素朴
な手段は認められても、テープレコーダーや複
写機などによる複製は含まれていなかった。し
かし、現行法は旧法の規定では複写手段の急速
に進んだ現状に合わないとして、手段のいかん
を問わず私的利用のための複製を自由とし、こ
のために著作権は制限を受けるという法的命題
はこれまで当然のこととして認められてきた。
そして、今日の複製の状況に対しても、現行著
作権法では「私的利用」のためと理解され、著
作者もこれに対処する方法はないことにな̅って
いる。つまり、従来ならば複製者が著作権者等
の権利者に一定の使用料を支払ねばならなかっ
たような、いわば営業的な行為としておこなわ
れていたような複製が、一般家庭でも行われる
ようになったため、現行法３０条が予想した法
命題を、現実の変化が逸脱するところとなった
と思われる。著作権は現在このような状況に直
面しているのである(5)o

第二章現行著作権法の解釈

第一節第３７条の解釈
次に、著作権と視障者の読書の問題を、現行
著作権法の解釈を通じて具体的に掘り下げてみ
よう。
著作権法は、その３７条において、第１項
「公表された著作物は、盲人用の点字に複製す
ることができる」と規定している。これによれ
ば、点字による複製は誰が行ってもよく、また
著作者への補償や通知も不要で全くフリーに出
版できることになっている。このような規定の
背景には、通常、点字出版によって収益を挙げ
ることは考えられない状況があったことと、ま
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ビスをするには、著作権者の承認が必要である
との主張が日本文芸著作権保護同盟からなされ
た。しかし、その根拠となると、これらの施設
の中に一般公共図書館が入っていないというだ
けで、どうもすっきりしないところがある。た
だ、著作権を担当する文化庁が昭和45年に発
表した「新しい著作権法の概要」には、「本条
は、盲人の福祉の増進という見地から、点字に
よる著作物の複製を認めるとともに一定の制限
のもとに盲人向けの貸出の用に供するための著
作物の録音を認めたものである」（８）とあり、
また遡って昭和41年に当時の著作権制度審議
会が文部大臣に提出した答申によれば、「盲人
用のテープについては他の目的に転用されうる
ことを考慮して自由利用は認めないこととした」
との表明がある｡これらを考え合わせると、当
時の立法者は、どうやら録音されたテープの目
的外の利用を防止しようと考えていたと推察さ
れる。
そこで、３７条２項の解釈論としては以下の
ような二つの考え方が提起されている。
まず、立法理由に関して必ずしも明確でない
点があるが、と･もかく３７条２項の施設には、
一般の公共図書館が含まれていないことと、先
程の「新しい著作権法の概要」や「著作権審議
会答申」の内容等を総合して、現行著作権法の
下では、一般公共図書館での録音テープによる
サービスは認められないとする考え方である
（９）。現在、公共図書館も全般にこのような
解釈をとっており、逐一著作権者の承認を取っ
ている。
これに対して、３７条２項が積極的に一般公

共図書館での録音テープサービスを否定してい
るわけではなく、また３１条の公共図書館等に
おける通常の複製の概念の中に、このようなサー
ビスは含まれるとして、これを可能とする考え

た従来より点字出版事業は、慈善家、篤志家等
の奉仕によって行われてきた経過があった。著
作権者の中には、これが著作権を特に制限して
視障者に与えた恩恵的な規定であるように主張
する者もある（６）が、営業的な規模で点字出
版が成り立ちえなかった当時としては、著作権
者の権利を特に害する可能性がなかっただけの
ことである。従って、もし今後、点訳事業が営
業として成立しうる可能性が開かれたならは、
営業者に対して著作権者の権利を考えればよい
だけのことである。点字出版が営業的な基盤を
得ることは、視障者一般にとっても歓迎される
べきことだからである（７）。
このように、公表著作物の点字による複製は

誰でも自由にできる旨を明らかにした第１項に
続いて同第２項において、「点字図書館その他
の盲人福祉の増進を目的とする施設で政令のさ
だめるものにおいては、専ら盲人向けの貸出し
の用に供するために、公表された著作物を録音
することができる」と規定されている。そして、
政令で定める施設として、著作権法施行令第２
条は以下のものを指定している。
①児童福祉法第７条の精神薄弱児施設及び盲聾
Ｉ唖児施設で国、地方公共団体または公益法人
が設置するもの（専ら盲児を入院させるもの
に限る）

②身体障害者福祉法第５条１項の失明者更生施
設、点字図書館及び点字出版施設で国、地方
公共団体または公益法人の設置するもの
③学校図書館法第２条の学校図書で学校教育法
第１条の盲学校に設置されたもの
④老人福祉法第１４条１項の老人福祉施設（専
ら盲人を収容するものに限る）
これらの施設の中には、一般の公共図書館が

入っていない。このため公共図書館が所蔵する
公表著作物を録音テープにとって視障者にサー
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方がある。これによれば「３７条の施設をもっ
て視覚障害者に対する３１条施設の代替施設と
いうよりは、視覚障害者に対しては３１条施設
に加えて、３７条施設を用いることができると
解し、いわば視覚障害者という読書条件の不充
分な者に対しては著作権の制限を更に拡大した
と解すべきではなかろうか」と解釈されている
(10)。確かに、37条２項の趣旨は、視障者
に対する図書館サービスをはじめとする読書環
境を狭めるために規定されたのではないであろ
う。現在では、視障者も、３１条の要件の下に
複製を許可されているのであるから利用者であ
る視障者のために録音テープによる複製を行う
ことは当然と言えよう（この根拠づけについて
は後述)｡視障者については、31条の施設の
代替施設として３７条のそれがあるのではなく、
両者を合わせて利用することにより読書条件の
充実を図ろうとしているとの解釈は、現行著作
権法の枠内でも十分成り立ち得るものとおもわ
れる。

査研究に限らず広く利用されることが可能であ
る。ただ、この複製は公共図書館所蔵の資料に
ついて、非営利で行うことが条件であり、また
原則的に公表された著作物の一部分を一部だけ
という著作権者保護のための制限が付されて
いる。
さて、図書館による視障者のための録音テー
プサービスであるが、３１条にはこれを許容す
る規定は見当たらない。しかし、４３条肱おい
て「次の各号に掲げる規定により著作物を利用
することができる場合には、当該各号に掲げる
方法により、当該著作物を当該各号に掲げる規
定に従って利用することができる」とし、続い
て同条２号に、翻訳による利用を規定している
が、その中に３１条２号が掲げられている。つ
まり図書館は、利用者の求めに応じて複製する
場合に、翻訳によるサービスが認められている
のである。例えば、外国の学術文献等を利用し
なければならない利用者のために、そのままな
らば言語上の障害によりその文献の利用が不可
能となる場合に翻訳サービスすることが許容さ
れているのである(11)o
このように言語上の障害のため、著作物の利

用が不可能となる場合に、これを解決する手段
として、公共図書館に翻訳という同じ活字とは
いえ形態の改変をみとめている。視障者連も活
字資料に対しては障害があるため、著作物の利
用が不可能という点では同じである。音声にし
なければ読めない視障者に対しては、録音によ
る複製サービスが当然許容されなければならな
い。そうでなければ、言語上の障害を解決する
ための翻訳サービスと著しく均衡を失すること
になるであろう。

第二節第３１条の解釈
著作権法第３１条は「図書、記録その他の資
料を公衆の利用に供することを目的とする図書
館その他の施設で政令で定められているものに
おいては、次に掲げる場合には、その営利を目
的としない事業として、図書館等の図書、記録
その他の資料を用いて著作物を複製することが
できる」とし、その三つのうちの一つとして、
同上の１号に「図書館等の利用者の求めに応じ、
その調査研究の用に供するために、公表された
著作物の一部分の複製物を一人につき一部提供
することができる」と規定されている。
この利用者の求めによる複製は、娯楽や趣味

のための資料はふくまれないが、利用者の調査
研究のためでさえあれば、必ずしも学術的な調

第三章立法による解決
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その他の身体障害者」となっている('2）。
三番目の立法論は、３１条そのものを改正す
る方法である。３１条の図書館等において複製
が可能な三つの場合に加えてその第４項に「盲
人等、活字による情報を摂する．ことの困難な利
用者の求めに応じて、図書館資料による複製物
を提供する」場合に録音テープによるサービス
を付け加えようとする考えがある。これは、視
障者も住民の一人として晴眼者と同様に図書館
を利用する権利があるとの前提からすれば、
「晴眼者が図書館を利用する時には、著者の了
解をとるなどという手間は何ら必要とせず直ぐ
本が読めるのに、何故視障者が利用するにはこ
の手間を必要とするのか全く理解に苦しむ」
('3)との、いわばあたり前の自然な発想から生
まれた考えである。確かに、この方法によれば
公共図書館における録音テープサービスについ
ては、一応の解決を見ることになるであろう。
しかし、この考えに基づいても、ボランティア
による録音テープサー･ビスが、公共図書館での
利用とは異なるという理由によって著作権の侵
害を問われる可能性がある。つまり、公共図書
館という行政との関係では、このサービスを受
けられるようになっても、視障者自身の意志で
晴眼者とボランティア契約をして、録音テープ
サービスを利用することに支障が生ずる恐れが
ある。法的には晴眼者と視障者の意思の一致に
よって成り立っているこの種の契約によって視
障者が読書手段を保持せんとする行為は、視障
者が市民社会で生活していくための不可欠な前
提をなしている。もし著作権を盾にとって、こ
このような法律行為や契約を違法というのであ
れば、視障者が自身の意思で読書手段を保持す
る行為を害することとなろう。つまり、視障者
の行為能力を否定し、その「一般的人格権」
（後述）そのものをも侵害することになるので

今まで、現行著作権法を解釈論として展開し
てきたが、いずれにしても昭和45年の著作権
法改正当時において、視障者の読書と著作権の
問題は大きな課題として立法者たちの頭の中に
なかったことは確かである。そこで、以下この
問題を根本的に解決する方法・立法論を検討し
てみよう。
まず最初は、現行著作権法を修正することな
く、著作権者に著作料を支払ういわゆる包括許
諾制の採用が考えられる。しかし、何故に視障
者の公共図書館利用の時だけ、このような方法
を必要とするのかという疑問が提出されている。
もしこのような制度を導入するのならば、西ド
イツと同じようにすべての活字本に対しても
「公共貸出権｣を認めることが前提と思われる。
そうでなければ論理の一貫性を欠くことになる
だろう。また､包括許諾による著作権の支払は、
結局、国や地方公共団体が負担することとなろ
うが、その予算を捻出する過程で困難をきたす
可能性が多分にある。
次に考えられるのは、３７条２項後段に一般
公共図書館を付け加えるか、３７条２項に基づ
いている著作権法施行令２条に一般公共図書館
を付け加えて、録音テープによるサービスを可
能にする方法である。しかし、３７条２項は、
その制定過程で著作権者の反対を押し切って成
立した経過をみてもわかる通り、極めて恩恵的
な性格のものとして捉えられており、視障者の
読書行為という基本的人権的な問題を更生援護
の観点から捉えることは正しい方法とはいえな
い。また、３７条２項では、録音テープによる
サービスの対象を盲人にのみ限定しており、同
様に活字による読書に困難の伴う寝たきり老人
やある種の脳性マヒ者等が含まれていない点が
不十分であろう。なお、アメリカやデンマーク
では「通常の印刷物を読むことができない盲人
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はなかろうか。ここにおいて、著作権と視障者
の読書の問題は、その私法的な基盤を露わにす
るのであり、いわば私権対私権としての側面を
明示しているのであるＯ
なお、３１条の改正による方法によっても、

録音テープサービスが可能となるだけで、視障
児童のための触る絵本、弱視者用の大活字本を
はじめとする拡大図書等の製作についても著作
権は常に付いて回る可能性がある。さらに著作
権を保護するための１号の制約条件は依然とし
て解消されない。読書手段の異なった視障者の
読書手段を保持するためには、より根本的な考
え方と方法が必要なようである(14)oそれは、
著作物の複製という概念が、果たして視障者に
対しても晴眼者と同じように成り立つのかどう
か検討してみる以外にないように思われる。

に再製されるすべての場合を複製といい、それ
について著作権者が有する排他的な権利を複製
権といっている。複製権は、著作権の中で|も最
も根本的な権利であり、沿革的にはこの権利の
生成、確立が著作権の歴史であったといっても
過言ではない。このことは英米法系で著作権の
意味を表すcOpyrightが、copy(複製）
とright(権利）から合成された言葉である
ことを想起するだけで十分であろう。
さて、活字資料を音声化して録音テープにと
るという行為は、有形的再製であるから複製に
当たる。それによって活字資料と録音テープに
よる資料という二つの有形物が生じるからであ
る。しかし、このことは晴眼者にとって妥当す
るが、視障者にとっては録音テープという有形
物が一つ生じるだけのことで、その事情を異に
する。けだし、複製とは既に「読める」状態の
ものを他のもう一つの「読める」状態にするこ
とであるが、視障者にとって活字の資料は、点
字化、音声化されることによってはじめて「読
める」状態になるのであり、そのままではまっ
たくただの紙きれに過ぎないからである(15)o
つまり、視障者にとっていわば耳が目の代わり
に本を読んでいるのであり、「聞く」という行
為は「読む」ための不可欠の手段であり、点字
を読めない視障者にとっては唯一の手段である
から、活字資料を録音テープにとって聞くとい
う一連の行為は、いわば読書の段取りであって
複製には当たらないとかんがえなければなら
ない。
これと考えと結論をほぼ同じくするものとし

てIFLA(国際図書館協会）の盲人図書館委
員会(RTLB)による７９年３月の著作権に
関する決議がある。それによれば「何人も自由
に、社会の文化的生活に参加し、芸術を楽しみ
且つ科学の進歩とそれの恩恵に与かる権利を有

第四章複製概念の再検討

最後に考えられる方法は、著作権者の複製権
が、視障者が公共図書館やボランティア契約に
よって録音テープサービスを受けるためになさ
れる録音による著作物の形態変化には、著作権
自体の内在的制約により及ばないことを明示す
ることである。裏から言えば、そのような録音
による著作物の形態変化は視障者にとって複製
でないとすることである。これが根本的な解決
につながると同時に理論的には最も妥当な方法
である。
では、まず現在の複製概念について検討して
みよう。著作権法２１条によれば、著作者は、
その著作物を複製する権利を専有するとあり、
そして同法２条１５号には､複製の概念が印刷、
写真、複写、録音、録画その他の方法により有
形的に再製することをいうと定義されている。
このように、著作物が何らかの方法で有形的
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われるが、同じような例を他に求めてみよう。
レストランなどのいわゆる場屋提供業者におい
て、よく「動物を同行しての入場はお断りしま
す」旨の表示を見かける。これは動物を同行し
てレストランに入るのは他の客とかの関係で、
なんらかの営業の妨害となりる可能性がないわ
けではないからであろう。しかし、今例えば犬
を同行したとして、晴眼者の場合と視障者の場
合とでは、その意味がまったく違っている。晴
眼者にとって犬はペットかもしれないが、視障
者にとっては犬は眼の代わりである。これを同
じ条件で入場拒否することの不当さは一目瞭然
であろう。晴眼者にとって複製に当たるからと
いって、視障者にとっては読む手段でしかない
テープ録音を複製というのはこれと同じ理屈な
のである。
以上のように考えた上で、先の法律上の問題
をもう一度検討してみよう。
３１条の利用者の求めによる複製の場合に、

複写機によるものが著作権者の利益を害する可
能性が、３０条の「私的利用のための複製」と
相まって問題とされている。現代では閲覧、貸
出と共に複写サービスが図書館の主要な業務と
さえなっており、それは従来考えられていた図
書館業務の範囲を越え､.いわば図書館が図書の
出版・販売行為をするのと同じで、著作者の側
から見れば、そのような著作物の多様化に伴っ
て､本来得られるべき著作物の対価が笑われる
可能性があるとの批判である。３１条１号に付
された条件もこの点を考慮したものであろう。
しかし述べてきたように視障者のための録音テー
プは複製物ではない｡録音テープの貸し出しは
一般の出版物の貸し出しと全く同じことであり、
その限りでここに問題はない。
第二に、一般書籍について３１条に関わる問
題と同型の問題は、図書館が所蔵するテープを

する」と、その第２７条で述べている世界人権
宣言を支持し、また今日の社会でのこれらの目
的を達成するためには、印刷された資料が重要
であることを認める。
当委員会は、世界中の幾百万人の人々が身体
障害のために印刷された資料が読めず､全面的、
能動的且つ自立的に社会生活を営む試みにおい
て非常に不利な状態にあるという事実を喚起す
るものである」と視障者の読書状況を分析した
後、三点に及ぶ決議を行ったが、そのうち複製
概念にとって重要なのはその第一点である。即
ち「身体障害によって印刷物が読めない人々の
利用のためにのみ作られる代替資料の作成と配
布を､不当に遅延させ､煩わしくさせ、制限し、
または妨げる著作権法規、慣行及び手続は、公
共的な情報を自由に入手できるという基本的な
人権への違反を構成しており、それらは身体障
害者のための資料の作成と配布に及ぼす差別的
な効果を除去するために、停止されるか修正さ
れるべきである。著作権者は、身体障害によっ
て印刷物を読むことができない人々のためにの
み点字や録音テープのような代替物に彼らの公
刊された作品を写し換えることを拒絶する権利
を持つべきではない。そのような拒絶は、障害
者に対する差別の一つの形を構成し、基本的人
権に反するものである｡」(16)
以上の文言からもわかるように、この決議で
は点字や録音テープによる資料を「身体障害に
よって印刷物が読めない人々の利用のためにの
み作られる代替資料」と規定しており、更にこ
のような代替物を作成するのを拒否する権利、
つまり複製権を著作権者が持つべきではないと
しているのである。
このように、晴眼者にとって複製に当たるも

のが視障者にとって複製に当たらないとする法
的構成は、正当でありまた十分可能であると恩

-１８９-



図書館がさらに複製してそれを提供するという
場合に生じうるが、これは現実に行われてい
ない。
第三に、録音テープが自由に貸出されると、

容易に再製・転用が可能であるため、何らかの
形で著作権者の利益が害されるのではないかと
危倶する向きがある。恐らくは、このような危
倶が点字図書館等の施設にのみ録音テープによ
るサービスを限定させたものと思われる。
これは、図書館から貸し出された後の私的複

製の問題である。技術の進歩と普及により、旧
来ならば営業的な行為を通じて利用しえた複製
が私的複製でも可能となり、このことが、従来
の著作権法学の基礎理論を大きく揺るがすに至
り、現在著作権法に最大の未解決の課題を提起
していることは先に述べた。しかしだからといっ
て図書館における一般書籍の貸出が制限される
べきではないし、また実際に制限されていないＯ
上述した危倶をもって録音テープの貸し出しが
制限されるべきだとすれば、それと全く同じ理
由で一般の出版物の貸し出しも制限されねばな
らないが、制限されていないのである。この事
実を認めるなら、録音テープの貸し出しの制限
の不当性は明らかであるＯ
さらに、２０年以上点字図書館で録音サービ
スが行われてきたが、危倶された事態のあった
例は聞かない。録音テープという同じものを貸
出して、点字図書館の貸出の場合には晴眼者に
よる悪用がなくて、公共図書館でなら悪用され
るというのは理屈に合わないＯ公共図書館にお
いても、きちんと資格証明された利用者に貸出
すことによってこのような危倶は殆どないであ
ろう。今までに一度もその例を聞いた試しのな
いことをもってきて、他人（視障者）の「基本
的人権」を妨げるのは承服しがたい。盲導犬の
例で言えば、たとえ盲導犬であっても暴れるか

もしれないという入場拒否理由が考えられるが、
放し飼いにしてある犬が人間に噛みついた話は
よく聞くが、盲導犬がレストラン等で暴れたと
いう話は一度も聞いたことがない。その万が一
の可能性でもって入場を拒否するのは著作権者
側の複製権を盾にとった主張とあい通ずるもの
である。
著作権や営業権が、所有権などとは違って、
その社会性が当初から顕著であり、所有権のよ
うな排他性、絶対性を有していないことはよく
指摘されるところである。今、このように視障
者との関係で眺めれば、これらの権利の社会性
を裏側から位置づける視点が得られるであろう。
つまり、輪郭のはっきりしないこれらの権利が、
視障者との関係では何故にこれほど明確な、か
つ強引な機能を発揮するのであるか。改めて稿
を提する必要があると思われる。
ともあれ、世の中には、犬を眼の代わりにし
ている人もいれば、聞くことが読む手段である
人もいるのである。自己の生活基準をそのまま
に当てはめて、そういう人々の行動する基本的
な利益や能力を狭めてしまうような対応は承服
しがたい。

第五章著作者人格権の問題点

視障者のための録音テープの作成が複製に当
たらず、著作権者の著作権を侵すものでないこ
とはすでに明らかになったと思われるが、これ
でこの問題が解決されたわけではない。周知の
ように、著作権者は狭義の著作権つまり肋産権
以外に著作者人格権をも享有している。こ;れは
著作者としての地位から生ずる権利で、自i己の
著作物に対して有する人格的価値の保護を目的
とするものである。
人格権とは、フランス革命以後、財産権Iの保
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り、それぞれに違った著作物となる可能性があ
り、著作者の同一性保持の利益を害する可能性
があるというのである（'7）。
また、聴覚障害者のための情報資料の形態、

変化にも同様な問題が生じる。つまり音声によっ
て表現された講演や会話を文字化することが、
同一性保持権との関係で許されるかどうかであ
る。この問題については、著作者の意思に反し
た著作物の利用の可能性が、活字資料を音声化
する場合よりも多いことから無制限と解するわ
けにはいかないとしてこれに否定的な方向をと
る考え方がある(18）。しかし、例えば３７条
１項の点字による複製に関する規定からも考え
られるように、点字は活字から点字への記号の
改変であるが、点字の場合漢字はないわけだか
ら当然全部仮名書きの文章ということになり、
著作物の同一性はその範囲で失われるところと
なっている(19）。また、２０条２項３号にも
あるように、著作物の性質ならびにその利用の
目的及び態様に照らしてやむをえないと認めら
れる改変のうちに、視障者のための文字から音
声への形態変化や聴覚障害者のための音声から
文字への形態変化が含まれる可能性は十分ある
と思われる。
このように、現行法下でも、視障者や聴覚障

害者のために、公表著作物の形態を変化させる
ことは原則として著作者の同一性保持権を侵害
しないとも思われる。しかし、それではどの様
な改変をも許されるのかと言うとそうではなく、
活字から音声、音声から活字への形態変化に通
常伴わざるを得ない範囲内であることは言うま
でもない。例えば、読み手の表現方法によって
あまりにも原作品のイメージを変えてしまうよ
うな音声化ないしは活字化が行われれば、同一
性保持権の侵害を問わざるをえないであろう。
けれども、逆にこのことに固執するあまりに、

護に重点をおいてきた近代市民法の反省の中か
ら生まれた概念で、１９世紀以後に確立され現
在では生命権、自由権、名誉権、プライバシー
権などがその対象とされている。著作者人格権
は、法文上もその権利の明確化されたもので、
著作物の同一性保持権その他の人格的権利より
成っている。
この同一性保持権の権利の範囲がどの程度で

あるか、逆に言えば著作物の改変がどの程度ま
で許容されるかは、本稿のテーマを離れても学
者間に微妙なちがいがある。２０条の「著作者
は、その著作物及びその題号の同一性を保持す
る権利を有し、その意に反してこれらの変更・
切除その他の改変を受けないものとする」とい
う文言をそのまま厳格にとれば、原作の誤字や
脱字をも改められないこととなろう。しかし、
厳密に言えば著作物の改変に該当しても、それ
が特に著作物の人格的権利や利益を害さない程
度のものであれば、とりたてて問題とすべきで
はないと考える。その一定の基準として、法文
上は２０条２項１号、教科用図書に掲載または
学校教育番組の放送のために著作物を利用する
際の用字または用語の変更その他の改変で学校
教育の目的上やむをえないと認められるもの、
同２号、建築物の増築・改築・修繕または模様
替えによる改変、同３号、その他著作物の性質
ならびにその利用の目的及び態様に照らしてや
むをえないと認められる改変等には同一性保持
権の侵害には当たらないとされている。
ところで、視障者の読書のための録音テープ
によるサービスは、著作物の形態の変更を伴う
ために同一性保持権にふれるとする考えがある。
すなわち、活字から点字のように字から字へと
変わるのではなくて、音に変わった著作物は、
それを舞台化したり映画化したりするのと同様
に読み手（朗読者）の行動が介在することによ
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音声化の場合の読み手（朗読者）の性別・年令
に神経を使いすぎたり、仮名遣いがどうである
とか、さらには各地方によって異なるのが当然
である言語のアクセントなどを云々するのはど
のようなものであろうか。さらにまた、「でせ
う」という文言文を「でしょう」という口語文
に変化させることによるイメージの微妙な変化
によって同一性保持権が損なわれる場合がある
とされたり、はては「本来的に音声化の表現に
ふさわしくないもの」(20)に同様な可能性を
認めるのはいかがなものであろうか。文字上の
表現にはふさわしくて音声上の表現にはふさわ
しくないものとはいったいどのようなものであ
ろうか、そんなものが考えられるのであろうか。
晴眼者のような読書の条件を欠いている視障者
のための音声化の場合に、著作者の考える音声
や間のとり方と読み手のそれらとの間に一定の
ずれがあるのは通常のことであり、上述のいず
れもが同一性保持権の侵害とならないのは当然
のことである。

関係はないとするか、もしあっても、それはせ
いぜい著作権の政策的な制約の対象と考えるに
すぎない。
他方、これとは逆に、視障者の「読書する権
利」ないしは法的利益は憲法上の学習権や生存
権であるから、当然財産権ないしは私権である
著作権に優先すると考える方法がある。
どちらの考え方も、著作権と視障者の読書の

権利とが、現実の生活事実の中で何らかの交差
的関係をなしていることはおぼろげながら理解
していても、その法律問題化ないしは法的構成
化において、両者の権利を交差させ、そのそれ
ぞれの権利の性質を明確にすることなく、不充
分さを残す印象を与えている点では同じである。
この間隙をぬって、著作権者の公共図書館に

対する先述の差止要求を、憲法上のみならず、
民法第１条の「私権ハ公共ノ福祉二遵ウ｣、「権
利ノ濫用ハコレヲ許サス」の規定によって､‘公
共の福祉に反しかつ権利の濫用と考える解釈が
登場した(２１）。この考えは、従来の法解釈の
常識から言っても妥当なものと思われるoiこの
ような差止要求を、樵利の濫用というもいわば
著作権の私権性の限界からながめていることは、
公共図書館という公的機関が介在するとはいえ、
この問題が著作権と視障者の読書権ないしはそ
の法的利益との私法上の法律問題であることを
浮き彫りにする道を開いたことにおいてその意
義は大きいと言わなければならない。
しかしながら、より大きく眼を転じてみれば、

身障者、とりわけここでは視障者のおかれてい
る市民生活上・私法上の環境はいかに惨惜たる
ものであるかは明らかであろう。対著作権の問
題以外にも、先程のレストランへ盲導犬を同行
して入場する視障者側の自由とレストラン経営
者の経営権との関係、さらには、一般的に旅行
したり、宿泊したりする行動の自由とホテル経

第六章視覚障害者の人格権

著作権と視障者の読書という問題については、
著作権という「私権」（著作権十著作者人格権）
対視障者の読書のための「基本的人権」（学習
権ないしは教育権、さらには生存権）という対
応関係で考えられる場合が多かった。そこにお
いては、まず、著作権という財産権ないしは私
権を著作権者から奪う形での法的解決は望まし
くないとする立場から、あたかも視障者の読書
する権利ないしは法的利益を、単に憲法上のい
わば道徳的・倫理的色彩のものと考えるか、あ
るいは行政当局に対して要求しうるところの福
祉的権利と考える方法がある。つまり、この場
合著作権は、「視障者の読書」とは何ら直接の
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ち権力性が見てとれる。
そして、あらゆる生活体は、当然にそれぞれ
の生活様式、生きられる空間に応じた自閉的性
格を有しているのであるが､そのような性質は、
上述の命題や言葉の権力性を支える働きをして
いる。
テープ録音による複製という命題は、晴眼者
という身体を有する生活体の生活様式のもとで
のみ妥当と認められるものであって、視障者と
いう身体を有する生活体の生活様式のもとでも
認められるような合理性や普遍性を有している
わけではない。この意味で、複製（権）につい
ては、権利としての問題である前に言葉そのも
のの問題であるといえよう｡つまり、そこでの
権力性とは、複製権という権利の持つ権力性と
いう以前に、複製という言葉そのものが持って
いる視障者の身体に対する権力性と言った方が
妥当であろうｏ
複製権の問題を説明するのに身近な例を挙げ
ると、現在、女性が強姦罪を単独正犯の行為と
して実行することはできない、つまり現在考え
られる強姦という事実に該当する行為を女性は
物理的に単独では行い得ないと考えられている。
女性による単独の性の強要行為は、すべて強制
狼褒行為の内に入れられている。これは、男女
の生活様式、生きられる空間が、性に関してな
おその在り様を異にするからである。視障者に
晴眼者と同様な複製概念を当てはめ、それを刑
事上及び民事上、違法に当たるとするのは、強
姦の単独正犯に該当する行為が物理的に不可能
な女性に、その違法性を当てはめるのに等しい
と言わなければならない(24)o
以上、複製概念を、そのまま視障者に適用す
ることの不当さは明らかにされたと思われるが、
では将来に渡ってもその適用は不可能であろう
か。この異文化間の関係にも比される晴眼者と

営者の経営権や同宿の人々との関係(22）等は
あきらかに市民生活上の私法上の関係である。
これらを即行政の責任に帰するのは、はなはだ
飛躍のある論理ではなかろうか。ましてや、視
障者の読書と著作権の問題を公的行政機関の指
導不足や予算の貧弱さのみにその原因を求めた
り、さらには、「視障者の読書｣､つまり録音テー
プによるサービスにのみ著作権料を支払う、い
わゆる公共貸出制度を導入したりして解決せん
とするのは、この問題の所在をより不明確にし
てしまう恐れがあるであろう。より根本的に考
えて、生活の基本的な行為の自由が、今のべた
私権によって常に濫用の対象とされるような法
的地位とその主体というのは、いったいどのよ
うに考えられるべきであろうか。
社会には、いろんな身体を持った生活体とし
ての人間がいろんな生活様式のもとに多数生き
ている。それらの生活様式に対して、中立的、
普遍的な基準の設定は実のところ不可能である｡
つまり、どの生活様式が合理的であるとか、真
理であるとかの問は全く意味をなさない(23)o
従って、一定の命題は、それが言語化された当
の生活様式の内部で認められている理由によっ
てその合理性や真偽が判断されるしかない。
ところで、一つの典型的な身体性を持つ生活

体が、その生活様式のある部分を言語化するこ
とによってひとつの命題を創造するとする。こ
の場合、この命題が他の生活様式の生活体（多
くの場合、少数派ないしは弱い立場のもの）に
対して持っている対他関係性のうちにすでに権
力性が認められる。角度を換えて言えば、ある
種の身体性をもとにした生活様式に網の目のよ
うな「言語」を掛けて投影した切り取りを、他
の身体性を有する生活様式、つまり生きられる
空間や生体験を異にする生活体に当てはめるこ
と、そのこと自体が持っている言葉の暴力性即
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視障者間の生活様式に共通の視点を見出すこと
は不可能であろうか。つまり、異種の生活様式
間の自閉性は宿命的かつ不変なものであろうか。
そこで、その共通の視点を探ってみると、通

常誰もが身体障害という生活様式。生きられる
空間を経て最後には行きつく死という共通の生
活様式ならぬ死の空間に行きつくはずである。
視力障害者をはじめとする身体障害者の生活様
式は、いわば誰もが通過する可能性のある生き
られる空間である。人間の生活空間は時の流れ
とともにあるのである。即ち、それぞれの生活
様式を生きる異種の生活体は、一方で、先程の
ような自閉性の宿命により権力性を支える基盤
としてあるが、他方で、時間の経過の中でその
生活様式、生きられる空間を変化させ、開放す
ることもその宿命としているはずである。
しかしながら､生活様式が変化するとしても、

それ以前に、まずもって、視障者と他の晴眼者
と呼ばれる人々との間の生きられる空間の現実
的相違をどのように解釈すればよいのであろう
か。この現実的相違と複製概念の問題は、とり
あえずどのように解釈されるのが妥当なのだろ
うか。それがためには、まず、著作権法に言う
ところの複製権を前提にして、それがどのよう
に制限されるかというような晴眼者の生活様式
を中心とした発想から抜け出す必要がある。そ
して、テープ°録音による複製（視障者にとって
の読書手段）が、そもそも視障者にとって複製
概念に当たらぬことを承認する必要がある。そ
の上で、どのような条件、つまり生活様式の改
良が整えば、視障者に対しても複製概念を及ぼ
しても良いかを考えるのが当然の筋道というこ
とになろう。例えば、現在開発中の自動読書機
が改良されることによって、誰もがその機械を
低価で入手できるような時代となり、その結果、
視障者にとって現在読書手段であるテープ録音

が不要となり､それを他の別の娯楽の対象とす
る時代となれば、複製概念を視障者に対して適
用する可能性が出てくるであろう。というのは、
この場合、視障者と晴眼者の生活様式、生きら
れる空間が接近したことを物語っているからで
ある。
このように、複製概念を言葉の側、及び対身

体性の側面から検討してみると、この問題が異
なった生活様式間の解釈の方法として、その典
型的な事例を我々の前に提起してくれているこ
とが明らかとなるであろう。
以上を私法上の一般理論として整理してみ
よう。
まず、個々の人格は、価値ある人格として承

認されかつ法によって許容された範囲内で活動
する自由を有している。そして、このような個々
人のそれぞれの特性に応じた生活上の相違や利
害を明確にしていくと、「等しきものは等しく
とか、等しからざるものは等しからざるように
取扱われるべし」とか、「各人に各人のものを」
とかの自然法的命題にたどりつくであろう。さ
らに､そのような生活上の相違や利害を他の人々
によって承認されるべき個有の法的地位にまで
高められ、具体的な社会関係において保障され
る必要が生じれば、その範囲で、いわば「私権
としての性質を持った状態」（2句が生ずるで
あろう。ここに、いわゆる「(一般的）人格掴
(26)が発生する基盤がある。「(一般的)人格権」
とは何か。この問題を｡以下では、現代私法にお
ける権利能力の変化と進展の到達点という観点
から検討してみよう。人の権利能力は、具体的
かつ多様な法関係における人の地位づけの総体、
それらの抽象化されたものであるといわれてい
る。つまり、このように抽象化される権利能力
は、現実には諸々の財産関係や人間関係などの
具体的な形態のうちに、存在しているものであ

-１９４-



いて触れておこう。著作者人格権は著作物の保
護を通じて著作者の人格を保護せんとするもの
で、主としていわば人格的営為を保護するもの
である。これに対し、視障者の「読書行為」に
関する「(一般的）人格権」は、このような人
格的な営為ないしは人格的な仕掛けを保護の対
象とするよりは、人間誰もが通過するであろう
障害という生活体（空間的・時間的境遇）つま
り人格の基礎である「身体閥そのものの保護
をその対象とするものである。このような意味
で、著作者人格権は人格の動的な側面を保護す
るのに対し、視障者の「(一般的）人格権」は
人格の静的な側面をその主たる保護領域として
いると言えるであろう。従って、本稿の「著作
権と視障者の読書」というテーマは、現代私法
上の権利能力・「(一般的）人格権」の、動的
な側面と静的な側面の衝突の一例と言えなくも
ないであろう。
以上、視障者の「(一般的）人格権」の法思
想的根拠について、一つは具体的社会関係にお
いて、保証されるべき法的地位の私法的承認と
いう視点から、他方は現代私法の状況下での権
利能力の変化と進展という観点からながめてき
た。最後に、何故に視障者でない人間がこのよ
うな「(一般的）人格権」をまさに視障者のも
のとして承認しなければならないかという観点
からその法思想的根拠をながめてみよう。よく
言われる「誰もが身障者になる可能性がある」
という表現がある。この表現は、一見極めて謙
虚で、身障者でない者が身障者へ向かう時の近
代市民社会でのヒュー･マニズムを示しており、
その道徳的、倫理的姿勢を表すに十分である。
しかし、この表現の思想的、そして法思想的限
界は次のような裏の表現を推察するだけで十分
であろう。「しかし、自分は多分身障者にはな
らないであろう｣。筆者はこの表現の中の道徳

る。従来、私法上、動的行動の自由は無限に認
められていた反面、権利能力は極めて抽象的な
基点としての意味しか認められなかった。つま
り「私法上の静と動との間の一定の内在的な均
衡が破れている」（27）のである。そこで、そ
もそも私法上の活動は権利能力という抽象的な
狭い基点よりも、もっと広い基点を持つべきで
あると考えられるようになってきた。けだし、
当然のことであるが、人は権利能力を有するだ
けでは生きてゆけない。「法的意味の人は常に
権利能力を有するのみならず､常に権利を持ち、
又持たねばならない存在なのである」(28)o
人間が生きていくには、主体が存在し、活動し
さらには所有する必要があるのだが、人間の権
利能力をそれらの基点と理解すれば、人間の存
立と活動のためにその持っている諸能力を自由
に使用出来る権利である「(一般的）人格権」
を発見する必要があるのである。このように、
「(一般的）人格権」の理論はいわば権利能力
の外側を包み、保護するために登場してきたも
のとも言えそうである。今問題となっている、
視障者がその読書能力を自由に発揮するために
は、視障者の私法的な諸関係においても晴眼者
とは等しからざる取扱いが必要なのである。こ
のような身体性＝生活状態にある人に対して、
晴眼者の読むと聞くという行為の区別（複製の
概念）を押し付けることは上述の自然法的命題
に反することになろう(29)oこれは、先にも
ふれたように、著作権という権利には、そこま
での権利の内容がないという意味で、その内在
的制約ないしは権利の濫用に該当する事例であ
る。けれども、一方、視障者から見れば自己の
読書能力を自由に使用するという「(一般的）
人格権」への侵害ということになろう。
ここで著作者人格権と視障者の「(一般的）

人格権」＝「視障者の読書行為」との関係につ
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性や倫理性を欺瞭的だというのではないoただ、
このような表現は事実に反するだろうと考えて
いる。けだし、誰もが死ぬであろうが、その過
程でいわゆる即死を別にすれば、論理上、必ず
その期間多少は別にして、障害者という境遇を
経て死に至るであろうからである。つまり、
「誰もが身障者になる可能性を有している」の
ではなく、「誰もが死ぬ」ように「誰もが身障
者になる」はずである。
近代市民法が私的自治の原則の裏に想定する
人間像は、強い肉体に支えられた意思力を前提
にしてあたかも永遠に生き続ける壮年者のイメー
ジであることはよく指摘されるところである
（3⑪。しかし、このような人間像の想定が、
死や身体障害の誰もが通過するであろう問題点
を片隅に放置し続けてきた原因であることはま
ぎれもない事実である(３１）。このように、身
体障害の問題は、何人も経験するであろう死に
連なる問題であることは、身障者のための「読
書行為（権)」＝「(一般的）人格権」に第３番
目の強い法思想的根拠を与えてくれることに
なる。
最後に、何故に、著作権（法）学者たちは、
著作者人格権のみを問題とし、視障者の「読書
行為」に関する「(一般的）人格権」を正面か
ら問題としないのか。後々まで怠慢のそしりを
免れ得ないであろう。近代のパラダイムの根幹
である「身体性」そのものを、解釈や立法のレ
ベルで問題にしなければならない困難さはわか
らないでもないが、その近代そのものが現在問
われているのである。もはやこのことを正面か
ら問題としなければ、法の学そのものが虚しい
ものとなってしまう。「視障者の読書と著作権」
の問題は近代法思想史上、そのような大問題で
あることを銘記すべきである。
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17)前掲シンポジューム、相沢英孝氏発言
18）清水、前掲41頁
19）松本晶行「著作物のテープ化について」（『図書
館雑誌』７３巻12号）662頁
20)清水、前掲42頁
21）松本、前掲662～３頁
22）ホテル業との関連で興味を引くのが西ドイツで
生じた「フランクフルト障害者差別判決」である。
今のところこのような判決は日本ではないが、それ

は以下のような事例であった。
ある68歳になる年金生活者婦人がギリシャへバカ
ンス旅行をしたが、そこでの540人収容のホテルで
悪いサービスと客同士のけんか等で迷惑を被り、特
に同宿の25名のスウェーデンからの障害者の光景の
ためのバカンスがだめにされたとしてフランクフル
トにある旅行会社に旅費の全額返還を請求した。
フランクフルト簡易裁判所は、ホテル側の不充分

なサービスを認定して全旅行費の50％を旅行会社に
返却するよう判示した。しかし一方「『ホテルの客は
日常生活の場でなくても、たとえその光景によって
開放された気分が害されたとしても、同胞の｡-部は
身体的なあるいは精神的な障害をもっていることを
受け入れなければならない』」として、障害者団体の
滞在を旅行会社の責任として認定しなかった。旅行
会社が上訴し、それに対する判決が問題のフランク
フルト裁判所第24民事法廷であった。それは結果に
おいて同様の判決を下したのであるが、前審とはち
がって障害者の団体客の滞在をその判決理由に加え
ていた｡すなわち、「『いずれにせよ25人の重度精神・
身体障害者の団体の滞在もまた旅行費の減額につな
がる正当な暇疵と言える。重度障害者の団体が多感
な人々のバカンスの楽しみをじゃますることもあり
うる』『ともかくグループの中の誰一人として言葉を
もたず、何人かは不規則なリズムだけでわけのわか
らない叫びを発し､時にはかんしゃくの発作もおこ
すというような正常でない形の精神的に阻害された
人々が問題となってくるような場合、これはあては
まる』。確かに『ふだんの日常生活中に重度障害者が
受け入れられていくことはひじょうに望ましいこと』
であり、また『世に悲しみが存在することは不変で
あるが、この悲しみは原告をじゃますることはでき
ない。もし彼女がこの悲しみをバカンスの間見るつ
もりがないのなら』」
この判決後、スウェーデンで15万人以上の抗議署

名が集まるなど反響は大きかった。それに対し、同
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30)現代法における、死や身体障害さらには身体観
については拙稿「現代法における身体観批判一人身
損害賠償論と障害者一」（『思想』749号（1988年１１
月)）
31）星野英一「私法における人間一民法財産法を中
心として一」（岩波講座隠本法学１人』）125頁

裁判所は異例の記者会見を行い「『ふりかえってみれ
ば、われわれの判決は少々短すぎた』『もしわれわれ
が今ニュースになっているようなことを予想してい
たなら、われわれは確かにはじめからもっと綿密に
表現していただろう』」と補足するに至った（以上、
浜田啓子、「フランクフルト障害者差別判決（１）」
（『月刊自治研究』２３巻１号（87年１月)）157頁))。
この事例は、いわゆる「重度の身障者」であった
ことと、身障者個人ないしは少人数ではなく団体で
あったことが、一般に身障者の場合とは事情を異に
する。また、他の同宿者対その旅行業者の訴訟とい
うことで、身障者対ホテルの経営者との争いでない
点も事情を異にしていた。しかし、これによって、
身障者、特に重度の身障者の旅行等の行動の自由と
その権利に重大な影響を及ぼすことは必至であると
して大きな反響を呼んだものと思われる。
23）ヴイトゲンシュタイン『哲学研究』§１９，２４１
２４）身障者に晴眼者と同様な複製概念を当てはめる
と、単に民事上のみでなく刑事上も違法性を構成す
ることになる。告発を要するとは言え、著作権法１
１９条によれば、三年以下の懲役又は百万円以下の
罰金に処される可能性があることに注意。
25)O.v・Gierke:DeutschesPrivatrecht,1,1936
(UnveranderterNeudruckdererstenAuflage,
1985)S.712f.
26）「(一般的）人格権」については、斉藤博『人格
権法の研究』参照
27）三野陽二「私法上の人格保護」（『東洋法学』１０
巻１．２合併号）７７頁
28）三野陽二「自然の人格」（『東洋法学』１１巻１号）
29）この自然法的命題を逆転させて、等しきものを
等しからざるように、等しからざるものを等しきも
のとして取扱うような人格への対処を、われわれの
生活事実の中で「差別」と呼称している。従ってこ
の自然法的命題の逆転は差別の存在形式を表現して
いるとも言えよう。

しげお）(おく
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